
－2025年国際博覧会を関⻄へー
我が国は、2025年における⼤阪での国際万国
博覧会の開催を、BIE（国際博覧会事務局）
に提案（⽴候補）しています
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未 社会をデ来
進関⻄ 先

▶現在、IoT・ロボット・ＡＩなどを背景とした
第4次産業⾰命による、新たな繋がりや融合
(Connected Industries)から、１⼈１⼈の
ニーズを解決する「Society 5.0」を志向した
新たなビジネスモデルが⽣まれつつあります。

▶このようなイノベーションの湧出には、様々な
要素の⼈材や企業が交流し連携する環境
(産業の⼗字路）が⾮常に重要になります。

「Connected Industries」
と「Society 5.0」
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狩猟
社会

農耕
社会

⼯業
社会

情報
社会

Society
5.0

１⼈１⼈のニーズを
解決する

超スマート社会

蒸気
機関

電算
機

第４次
産業⾰命

（⾃律的最適化）

Connected 
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様々な繋がりによる新たな付
加価値の創出
従来、独⽴・対⽴関係に
あったものが融合し変化
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の で

⑤
未来ビジネス創出

ベンチャー
⽀援プロジェクト

⑧

⼤学技術
事業化加速
プロジェクト

②

IoT・ロボットによる
⽣産性向上促進

プロジェクト

⑦

先進中堅
中⼩企業
応援プロジェクト

①

健康産業振興
プロジェクト

（バイオ・ヘルスケア・スポーツ）

⑥

次世代
製造業
創出プロジェクト

近畿経済産業局における 関⻄の特⻑を活かした



世 貢献界
性知恵 感

SDGs
（Sustainable Development Goals）

︓「持続可能な開発⽬標」

▶SDGsは、2015年に国連で採択された、国際社会全体が取り組むべき
⾏動計画で、極度の貧困・不平等・不正義をなくし、私たちの地球を守る
ための17の持続可能な開発⽬標（SDGｓ）及び169のターゲットです。

▶関⻄が有する世界有数の「⾼度な技術」や、⽇本⼈の感
性に基づく⾼い「信頼性」は、世界の様々な地域の産業・
技術や⼈々の⽂化と融合することで、新たな展開が期待
されます。

１︓貧困をなくそう
２︓飢餓をゼロに
３︓すべての⼈に健康と福祉を
４︓質の⾼い教育をみんなに
５︓ジェンダー平等を実現しよう
６︓安全な⽔とトイレを世界中に
７︓エネルギーをみんなにそしてクリーンに
８︓働きがいも経済成⻑も
９︓産業と技術⾰新の基盤をつくろう

１０︓⼈や国の不平等をなくそう
１１︓住み続けられるまちづくりを
１２︓つくる責任つかう責任
１３︓気候変動に具体的な対策を
１４︓海の豊かさを守ろう
１５︓陸の豊かさも守ろう
１６︓平和と公正をすべての⼈に
１７︓パートナーシップで⽬標を達成しよう

関⻄の と で

地域と に

⑨

技術
拠点化

プロジェクト

⑫

クリーン
エナジー
振興プロジェクト

③

地域未来投資
促進プロジェクト

⑪

環境
ビジネス
振興プロジェクト

④

SDGs
貢献チャレンジ

⑩

感性
拠点化

プロジェクト

次世代に向けたビジネスイノベーション環境の創⽣
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○関⻄の医療機器関連⽀援機関とのネットワークの強化、共同事業の推進により、
医療機器開発・販路開拓を⽀援

○関係機関との連携により、ヘルスケア、スポーツ健康関連市場への新規参⼊を促
進し、健康寿命の延伸を⽬指す

○関⻄におけるバイオインダストリーの振興を図るため、先進事例や新たな技術シーズ
の紹介を通じて、異分野間の融合を実現するオープンイノベーションを促進

○再⽣医療関連分野における情報提供や産学ネットワーク形成、企業間ビジネス連
携の促進により、再⽣医療の実現を促進

医療機器

再⽣医療

バイオ・ヘルスケア

■医療機器産業集積とネットワーク形成

■再⽣医療関連産業へのものづくり・サービス企業の参⼊⽀援

■バイオインダストリーの振興

■ヘルスケア・スポーツ関連クラスターの⽀援

 成⻑が期待されるバイオ・医療・ヘルスケア・スポーツ健康産業等
の健康関連産業を創出・強化する。

 関⻄における様々な関連組織との連携により、ポテンシャルを最⼤
限活⽤し、関⻄⼀丸となった推進体制を構築。

・ものづくり・サービス企業の医療、ヘルスケア、スポーツ健康関連市場への参⼊を
促進し、関⻄における健康関連産業の活性化を⽬指す。

①健康産業振興プロジェクト（バイオ・ヘルスケア・スポーツ）

2025年に
向けて

バイオ・医療機器
技術振興課

06-6966-6163

医療機器 再⽣医療 バイオ・ヘルスケア

■医療機器産業
集積とネットワーク
形成

■再⽣医療関連
産業へのものづくり・
サービス企業の
参⼊⽀援

■バイオインダストリー
の振興

■ヘルスケア・スポーツ
関連クラスターの
⽀援



4

 ものづくり現場やサービス産業（飲⾷業・介護分野等）における
ＩｏＴ・ロボット技術の導⼊による中⼩企業等の⽣産性の向上
や⼈⼿不⾜対策等を促進。

次世代産業・
情報政策課

06-6966-6008
サービス産業室

06-6966-6053

・関⻄の介護施設からモデルケースを創出し全国に発信。また、飲⾷等の⼈⼿不⾜
が深刻な業界の⽣産性向上を図り、関⻄をIoT・ロボット導⼊の先進地域とする。

②IoT・ロボットによる⽣産性向上促進プロジェクト

ものづくり現場

2025年に
向けて

サービス業（例︓飲⾷業・介護分野）

■中⼩企業におけるロボット導⼊促進研究会
・⾷品⼯場向け⾃動化促進交流会
・関⻄ロボットシステムインテグレーターネットワーク

①ロボットを活⽤した⽣産性の向上

②ICT・IoTを活⽤した⽣産性の向上
■関⻄スマートものづくり応援隊

①ロボットを活⽤した⽣産性の向上

②ICT・IoT及びロボットを活⽤した⽣産性の向上

■飲⾷業向けロボット活⽤促進WG

■関⻄介護サービスイノベーション研究会

関⻄ものづくりＩｏＴ推進連絡会議 サービス等⽣産性向上IT導⼊⽀援事業

中⼩企業におけるロボット導⼊促進研究会（当局事務局）
・有識者・ロボット関連企業等により、低コスト化、⼈材育成等の課題への対応策を検討。

・メンバーの連携、補完によるビジネス創出、⾼度⼈材育成及びソリューション創出を促進。

・⾷品機械メーカーとKRSIメンバーが連携し、実⽤化を検討。

関⻄ロボットシステムインテグレーターネットワーク（KRSI）も
の
づ
く
り
現
場

サ
␗
ビ
ス
業

①
ロ
ボ
⑁
ト
活
⽤

②IO
T

活
⽤

関⻄スマートものづくり応援隊
・ICTやIoTによる⽣産性向上、⾼付加価値化のための専⾨家の育成
及び派遣事業を⾏う。

飲⾷業向けロボット活⽤促進WG
・実装課題の抽出及び技術開発を図る。

①
ロ
ボ
活

②ICT/IO
T/

ロ
ボ
活
⽤

関⻄介護サービスイノベーション研究会

・有識者、介護施設関係者、ロボット関連事業者等による研究会（当局事務局）
・ICTやロボットの活⽤検討及び具体的なソリューション創出に向けた取り組みを進める。
・在宅等の⾼齢者に関するデーター収集や分析を通じ、健康寿命の延伸に向けた⾃⽴⽀援
のための機器・ロボット等の開発を⽬指す。

参考
関⻄ものづくりIoT
推進連絡会議
（2017.8設⽴）関連
団体１７団体が集結

補助⾦
サービス等⽣産性向上
IT導⼊⽀援事業
・補助額50万、率1/2
・予算500億円。

⾷品⼯場向け⾃動化促進交流会
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 地域の特性を活⽤した事業の⽣み出す経済波及効果に着⽬し、
これを最⼤化しようとする地⽅公共団体の取組を⽀援。

 国は、地⽅公共団体とともに地域経済牽引事業者を⽀援。

地域経済課
地域未来投資促進室
（地域開発室）

06-6966-6012

③地域未来投資促進プロジェクト

・地域経済牽引事業について、今後、3年間で約2000社程度の⽀援を実施し、
投資拡⼤1兆円GDP5兆円の押上げを⽬指す。（全国）

2025年に
向けて

承認された事業に
政策資源を集中投⼊

①予算⽀援
②税制⽀援
③⾦融⽀援
④情報⽀援
⑤規制の特例等

地域未来コンシェルジュ
による相談

国
︓
基
本
計
画

同意

承認

市町村及び府県
基本計画

⽀援機関︓
連携⽀援計画

府県
承認

⽀援

事業者等︓
地域経済牽引事業計画
(申請主体）
①⺠間事業者
②官⺠連携型

（地⽅公共団体及び⺠間事業者）

※②は国が承認

■地域未来投資促進法のスキーム

■地域未来牽引企業について
・地域未来投資促進法の関連施策として、今後の
地域経済をけん引することが期待される「地域
未来牽引企業」が昨年12⽉22⽇に選定・公表
された（近畿地域においては338社が選定・公
表）。

・今後、当該事業者に対しても政策資源を集中的
に⽀援し、将来的に地域の中核企業となり、事
業の促進と地域の企業への活性化の波及効果を
期待。

■地域未来投資促進法のスキーム
国の基本⽅針に基づき、市町村及び都道府県は基本計画を策定し、国が同意。同意された
基本計画に基づき、事業者が策定する地域経済牽引事業計画を、都道府県知事が承認。

■基本計画の同意状況（平成29年7⽉31⽇施⾏）
近畿経済産業局管内では、29基本計画について、国が同意。(平成30年3⽉現在)
（全国では、46都道府県の185基本計画について、国が同意。)

■全県で策定（●⻘）
福井県（嶺北・嶺南地域）、滋賀県、奈良県、和歌⼭県

■⼀部地域で策定（■緑）
・京都府（京都市、⼭城地域、宮津市・京丹後市・伊根町・与謝野町、⻲岡市、

⽊津川市、和束町）
・⼤阪府（⼤阪市、堺市、吹⽥市、吹⽥市・摂津市、泉⼤津市、⼋尾市、柏原市、東⼤阪市）
・兵庫県（神⼾市、豊岡市、⻄脇市、三⽊市、⼩野市、加⻄市、朝来市、淡路市、

たつの市・上郡町・佐⽤町）

●福井県

●滋賀県

●奈良県

●和歌⼭県

■京都府

■兵庫県

■⼤阪府
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 SDGs達成に向けた取組みが、関⻄の企業等にとって、将来の
ビジネスチャンス拡⼤や国際貢献のために重要であることをアピー
ルすると共に、SDGsの達成に資するアイデアの創出を⽬指す。

国際課
06-6966-6031

国際事業課
06-6966-6032

・先ず2020年までを集中取り組み期間として、関⻄におけるSDGs関連の
取り組みを加速。

④SDGs貢献チャレンジ

近畿経済産業局とJICA関⻄の協働事業として実施

SDGs推進のために 具体的な取り組み等（案）

・SDGsの趣旨に賛同する関⻄圏の経済団体、⺠
間企業、⾏政機関、関連団体、⼤学・研究機関、
市⺠団体、ＮＰＯ等の参加・交流の「場」作り。

・SDGsの重要性のアピールや、交流による連携と
SDGsの達成に資するアイデアの創出を⽬指す。

幅広いステークホルダーの交流の「場」作り 「関⻄SDGsプラットフォーム」と
「関⻄SDGs貢献ビジネスネットワーク」

2025年に
向けて

「関⻄SDGsプラットフォーム」について
「持続可能な開発⽬標︓SDGs」の達成に向けて、関⻄の⺠間企業、市⺠社会・NPO・NGO、⼤学・研
究機関、⾃治体・政府機関といった、多様なアクターが参加するプラットフォームとして設⽴。

・近畿経済産業局が主体となり、既
に途上国の社会課題の解決と経
済発展に貢献している先⾏事例
のケーススタディなど、各種セミ
ナー・ワークショップの開催や情報
提供を通じ、参加者間でSDGs推
進に関するノウハウの共有を図る。

・様々な業種・業態の企業の皆様
に参加頂く事で、議論を活発化し、
多様な企業間連携の形成とイノ
ベーティブな共同事業構想の創出
を促進。

・また、これらの活動は、近畿経済
産業局、関⻄SDGsプラットフォー
ムのWEBサイトやSNS・メディア等
を通じ国内外へ発信予定。

「関⻄SDGs貢献ビジネスネットワーク」について
「関⻄SDGsプラットフォーム発⾜」の分科会として、ビジネスの視点からSDGs推進を⽬指す。

・WebやSNS、メディア等による情報発信（途上国向け）
・SDGs関連活動紹介（国際貢献型の販路開拓事例等）
・各種普及啓発イベント等の開催
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 関⻄の航空機産業のサプライチェーン構築の促進や、有望な
部素材産業に対する新素材開発⽀援やビジネスマッチングを
推進するなど、次世代の製造業を創出。

製造産業課
06-6966-6022

⑥次世代製造業創出プロジェクト

部素材産業⽀援事業

新素材ーＣＮＦ
ナショナル・プラット
フォーム

・相談窓⼝
・PM等のコーディ
ネートによる
個別企業⽀援

・ネットワーク構築
・公設試研究者

向け勉強会開催

次世代のバイオマス素材として期待されるセル
ロースナノファイバー（CNF）の実⽤化を⽀援。

個別企業⽀援イメージ

関⻄航空機産業プラットフォーム

川崎重⼯業(株)、三菱重⼯業(株)、新明和⼯業(株)、
(株)島津製作所、住友精密⼯業(株)、(株)神⼾製鋼所

国、⾃治体、
経済団体、

公設試、⾼専等

Ⅰ．企業ニーズに対応した
最適なサプライチェーンの構築

→マッチング、専⾨家派遣、⼈材育成等

Ⅱ．今後の発展に向けた課題解決のための
取組検討、実施

関⻄地域
中堅・中⼩企業

施策

 次代の関⻄・⽇本を牽引する未来ビジネスの輩出を志向した⾰新
的ベンチャーが⾶躍する環境を提供する総合的プログラム。

 ⼥性起業家への応援や、成⻑分野の分野別⽀援など、多彩な切
り⼝で⽀援。

創業・
経営⽀援課
06-6966-6014

関係各課

・関⻄において、競争⼒のある起業家群と⽀援者が連携した「地域でイノベーター
を⽣み、育てる好循環（＝「エコシステム」）」環境を確⽴。

⑤未来ビジネス創出ベンチャー⽀援プロジェクト

多彩な切り⼝の⽀援メニュー

2025年に
向けて

有望ベンチャーの発掘 情報発信・プレイアップ 交流・マッチング・施策活⽤

LED関⻄
⼥性

起業家応援

NEXT 
INNOVATION

ベンチャー
エコシステム

①ベンチャー型事業承継
②地域課題解決型

分野別
ベンチャー⽀援

１バイオ医療
２IOT/ロボ
3.エナジー
4.サービス 等々

セ
キ
⑃
リ
テ
␽
対
策

︵
次
世
代
・
情
報
課
︶

⾃治体創業⽀援
計画認定
各種補助⾦
事業承継 等々
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 優れた/売れる製品・技術を「関⻄ものづくり新撰」で紹介し情報発信。
 サポイン事業成果の事業化に取組むものづくり企業、中⼩企業⽀援

機関等１９２社のネットワークを構築。
 中⼩企業を訪問し、中核企業を⽀援する中で政策課題を⾒出す。

産業技術課
06-6966-6017

中⼩企業政策調査課
06-6966-6057

⑦先進中堅中⼩企業応援プロジェクト

関⻄ものづくり新撰 中堅・中⼩企業の実態把握

展⽰会共同出展事業
・⻄⽇本最⼤級の機械部品、加⼯
技術の専⾨展⽰会「関⻄機械要
素技術展」への共同出展を⽀援。

関⻄基盤技術マッチングNavi
・サポイン事業を活⽤した⾼度基盤

技術を検索できるデータベース
マッチングサイトを開設。

関⻄サポインビジネス
推進ネットワーク 「がんばる企業応援隊」

・局職員が「がんばる企業応援隊」として年間

1,000社を訪問し、実情・課題・動向
を幅広く把握し、政策提案につなげる。

中堅・中⼩企業実態調査レポート
• 関⻄の中堅・中⼩企業の最新実態を調査し
「関⻄企業フロントライン」として
情報発信。

 ⼤学や公設試の技術シーズを⺠間に橋渡しし、その事業化
促進を⽀援。

 産官学⾦の⽀援ネットワークでサポート体制を検討。
地域経済課
06-6966-6011

・⼤学や公設試の優秀な技術シーズが次々に社会実装される活気溢れるイノベー
ティブな地域を⽬指し、組織の垣根を越えた新たな技術の橋渡し⽅法を確⽴。

⑧⼤学・公設試技術事業化加速プロジェクト

推進体制 具体的アクション・取り組み等

産学官⾦ネットワーク
・公設試/産総研 11
・⼤学/⾼専 15
・産業⽀援機関 10
・⾦融機関 11

⾦融機関紹介
企業の集中⽀援

産学官⾦
ネットワーク会議 情報交換会

⼤学等・公設試等
シーズ発表会

橋渡し
⽀援

シーズ
発表会

2025年に
向けて

個別⾯談
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 関⻄はSDGsを実現する様々な先進技術のポテンシャルを
有し、それらを開発・振興することにより、関⻄を持続可能な
世界実現関連技術の輩出拠点とする。

産業技術課
06-6966-6017

⑨関⻄技術拠点化プロジェクト

・関⻄の技術が世界に貢献すべく、継続的な技術の輩出を図る。
・関⻄発の技術でイノベーションを加速し、各種問題の解決に貢献する。

NEDO技術開発⽀援

リスクの⾼い技術開発や
エネルギー開発を⽀援
・エネルギー・地球環境問題
の解決等、リスクの⾼い開
発プロジェクトの実⽤化を⽀
援。

サポイン

 ⻑年我が国の中⼼地であった関⻄は、我が国の伝統的⽂化や
感性の中核にあり、それらを活かした産業や社会⽣活の振興や
各国への提供で世界に貢献。

投資交流促進課
06-6966-6033

製造産業課
06-6966-6022

産業振興室
06-6966-6054
ｸﾘｴｲﾃｨﾌﾞ産業ﾕﾆｯﾄ
06-6966-6053

⑩関⻄感性拠点化プロジェクト

・海外において、世界の社会⽣活の向上に貢献する我が国固有の感性による
クリエイティブ産業の新たな市場創出を⽬指す。

はなやかKANSAI魅⼒アップ JAPANブランド育成⽀援

中⼩企業の海外向けブラ
ンド化とその展開を⽀援
・複数の中⼩企業等が連携し
て、世界に通⽤するブランド
⼒の確⽴を⽬指す取組みを
⽀援。

先進的な
取組事例
とりまとめ

はなやか
KANSAI
魅⼒アップ
アワード

・⾃治体・国の機関・経済団体等が参画
（事務局 関⻄経済連合会）

伝統的⼯芸品産業⽀援
⽣活に豊かさと潤いを与える
伝統的⼯芸品産業を⽀援

ものづくり・サービス補助⾦
中⼩企業の新事業開発を
⽀援
・開発・試作・⽣産プロセスの
改善のための設備投資等を
⽀援。

2025年に
向けて

2025年に
向けて

外国⼈視点に⽴ち関⻄の強み・
課題を検討するフォーラム

・全国の伝統⼯芸品産業の約46％
（⽣産額）が関⻄に集積

産地⽀援
・後継者育成や
新商品開発、
需要開拓などを
⽀援。

メゾン・ワ
・⽇本の伝統⼯
芸品のフランス・
パリにおけるアン
テナショップ

中⼩企業の計画を認定、
基盤技術の開発を⽀援
・事業計画の法律認定(※)を
受けて⾏う研究開発等を⽀援。

（※）
・ものづくり⾼度化法
・地域未来投資促進法



 環境・省エネビジネスを⽬指す中⼩企業を⽀援。
 現地政府や業界団体の協⼒の下、タイムリーな現地情報の

提供やミッションの相互受⼊れ、展⽰会・商談会等を開催。

国際事業課
06-6966-6032

環境・リサイクル課
06-6966-6018

⑪環境ビジネス振興プロジェクト
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 エネルギー対策課
06-6966-6043

⑫クリーンエナジー振興プロジェクト

・スマートエネルギーを活⽤した⾰新的なエネルギービジネスの創出
・⽔素など新エネルギー産業の振興を図り、中⼩企業のビジネスチャンスを拡⼤。

・３R推進やCO2削減に資する画期的な環境ビジネスの創出。
・環境を核とした関⻄とアジアとの経済交流関係を深化・拡⼤。

関⻄・アジア環境・省エネビジネス交流フォーラム 環境ビジネス⽀援

関⻄スマートエネルギーイニシアティブ ⽔素・燃料電池⽀援事業

【地域中核企業創出⽀援事業】
○あらゆるステージの企業を⽀援
・ビジネスの卵創出
・事業展開の加速化⽀援

○地域経済活性化の推進
・環境調和型ビジネスの展開⽀援

【供給システム・アプリケーション創出事業】

○価格競争⼒のある⽔素供給システムの事業化

○⽔素を活⽤する新たなアプリケーションの創出に
向けた国産⼩型燃料電池開発等の取組⽀援

1.取り組みに関⼼を持ち参加する企業等を増やす
（1）セミナー、現地⾒学会の開催
（2）スマエネ関連情報発信・共有の強化
（3）地域中核企業の発掘・継続的育成⽀援

2.シーズ・ニーズを⾒える化し、更なる導⼊意欲を⾼める
（4）企業のプレイアップ
（5）実装に意欲を持つ企業・⾃治体等の掘り起こし
3.具体的プロジェクトの形成に向けたマッチング
4.⽔素社会を⾒据えた⽔素分科会の設置

2025年に
向けて

2025年に
向けて

関⻄がクリーンエネルギーの国内推進拠点となり、かつ海外へ
の展開の発信源となるべく、産業界等と連携し実現に向け活動。
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